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要　　　旨
中華人民共和国の「都市における言語・文字に関する事業の評価」制度は，
評価を通じて言語法の施行徹底を図り，もって言語政策の目標を達成すること
を目的とするものである。本稿では，同制度の枠組み及び具体的事例を確認し
たうえで， 4つの観点から考察を行った。その結果，得られた知見は，次の通
りである。すなわち，同制度は，法令の遵守状況の確認に主眼を置く一方，目
標の達成状況を測定する仕組みとしては必ずしも十分なものではない。また，
評価基準に採用されている点数制には一長一短があり，優れた取組みに対する
「追加点」の取扱いには疑問がもたれるところがある。さらに，評価による改
善機能については，それが発揮されたと見られる事例を確認できたものの，そ
こには留意すべき点もまた認められた。そして，評価には多くの労力・コスト
を必要とし，これが制度設計や実施計画に影響を及ぼした可能性が指摘され
る。
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Ⅰ．は じ め に
「評価の時代」といわれて久しい。今日では，社会の各領域で様々な評
価活動が展開されている。とりわけ政策と評価とは，もはや不可分の関係
といっても過言ではない。本邦では，2002年より法律に基づく政策評価制
度が発足し，中央省庁が所掌する政策の効果を自ら評価し，次の企画・立
案や実施に役立てる取組みがなされている。また同様に，地方自治体も行
政評価のシステムを導入し，これを通じて行政活動の改善を図っている。
人文科学と社会科学の諸領域から研究対象とされる言語政策もまた評価
と無縁ではない。現に本邦においても，文部科学省の政策評価では，国
語・日本語に関する政策の評価が実施されている
 1）
。また，言語政策を担
う独立行政法人に対する評価が行われた結果，組織・事業の整理がなされ
た事例も記憶に新しい
 2）
。
さて，ある制度を企画・立案し，又は改善・改革するに当たり，諸外
国の類似の制度を手本・参考とするのが有益であることには多言を要さ
ない。近年本邦では，言語政策と評価に関連する論考として，言語監査
（Linguistic Auditing）や言語アセスメント（Linguistic Assessment）を取り扱っ
たものが発表されているが
 3）
，対象地域・領域は依然として限定的といえ
る。
そこで，本稿では，当該領域の研究・実務に資するよう，中華人民共和
国（以下「中国」という。）の「都市における言語・文字に関する事業の評価」
（以下「都市言語文字事業評価」という。なお，原語では「城市語言文字工作評估」
である。）制度を考察する。同制度は，言語法の施行を徹底する手段として
評価を利用し，もって言語政策の目標を実現することを目的とするもので
ある。次章以降では，同制度の枠組み及び具体的事例を確認したうえで，
これらの内容を検討することとしたい。
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本稿の執筆に際しては，非常に多くの関係法令や行政文書等を使用し
た。各種資料に関しては，本文・注では，筆者が和訳したタイトルを記載
することとし，また通読するに際して適宜参照することができるよう，原
語のタイトルや文書番号等も併せて取りまとめた一覧表を参考資料として
文末に掲載した。
なお，本稿はあくまで筆者が個人として私見を発表するものであり，所
属機関の見解等は含まれないことを付言する。
Ⅱ．制度の枠組み
本章では，都市言語文字事業評価制度の枠組みを確認する。
　 1．背景・経緯
中国では，2000年に中華人民共和国国家通用言語文字法（以下「言語文
字法」という。）が制定され，翌2001年から施行された。同法は，普通話（標
準中国語）及び規範漢字
 4）
に「国家通用言語文字」の地位を付与し，これ
らの普及推進を図ることを主たる目的とした法律である。
他方，1999年には早くも同法の制定を視野に入れつつ，21世紀の言語政
策の目標を明らかにした政策文書が公表された。「都市の中心的機能をよ
り一層発揮させることにより言語・文字に関する事業を全面的に推進する
件に関する意見」（以下「言語文字事業推進意見」という。）がそれであり，こ
こに言語・文字に関する事業の目標として，2010年までに「普通話が普及
初期段階に達していること」及び「社会における漢字の使用が基本的に規
範的なものとなっていること」が掲げられた。また，同意見第 5項では，
「都市における言語・文字に関する事業の総合的な評価を段階的に実施す
る」という見出しの下，上記の目標を達成するために評価を利用するとい
う見解も示された。
言語政策と評価に関する一考察
― 131 ―
JICS86_01-06_129-164_Y06_Oda_CS6.indd   131 2017/09/15   5:28
同国では，1990年代より，言語・文字に関する評価が実施されてきた。
例えば，上海市では，1994年に同市の言語・文字に関する事業について審
議する委員会（以下，「言語文字工作委員会」という。なお，原語では「語言文
字工作委員会」である。）により，党・行政機関における言語・文字に関す
る事業の検査・評価が実施された
 5）
。また，1996年に国の言語文字工作委
員会により発出された「都市社会における文字使用の管理事業に係る評価
指導基準（試行版）」では，自己点検・評価を基盤とした評価手法が採用さ
れ，これに基づく文字の使用に関する評価も行われてきた。新世紀の言語
政策の目標達成のために評価を利用するという構想は，こうした過去の実
績・経験に基づくものと思われる。
そして，2001年の「都市における言語・文字に関する事業の評価実施に
関する通知」（以下「評価実施通知」という。）により，都市言語文字事業評
価の段階的実施を決定した旨が関係機関に通知され，その後，全国で評価
活動が展開されていくこととなった。
　 2．目　　　的
同制度の目的は，評価を通じて言語文字法の施行を徹底することによ
り，①普通話が普及初期段階に達している状態，②社会における漢字の使
用が基本的に規範的なものとなっている状態を実現することにある。この
①及び②に関しては，各行政文書で若干内容・表現に相違点が見られるも
のの，基本的に概ね同様の定義・説明がなされている。例えば「杭州市に
おける国家Ⅰ類都市の言語・文字に関する事業の評価受入れに関する方
案」（以下「杭州Ⅰ類都市評価受入方案」という。）では，以下のように説明さ
れている。
①に関しては，「方言によるコミュニケーション上の障壁が基本的に解
消され，中等以上の教育を受けた市民が普通話の使用能力を備え，必要な
― 132 ―
JICS86_01-06_129-164_Y06_Oda_CS6.indd   132 2017/09/15   5:28
場面で自覚的に使用するようになるとともに，普通話が学校の教学上の使
用言語及び学内での使用言語とされ，また社会の各産業の主要な事業の使
用言語及びサービス上の使用言語とされ」ており，「党・行政機関の公務
員及び商業，郵便・電信，文化，交通・運輸，旅行，銀行，保険，病院等
のサービス産業に従事する人員の普通話の水準が三級
 6）
に達」している状
態とされる。
②に関しては，「出版物，映画のスクリーン・テレビの画面及びコン
ピューターの使用言語が規範的なものとなり，党・行政機関及び学校が率
先して規範漢字を使用し，公共スペースの標識，表示，宣伝及び広告の文
字が規範的で，なおかつ字形も整っており，手書きの看板に繁体字を使用
する場合は，いずれも分かりやすい位置に規範漢字の記載されたプレート
が配されている」状態とされる。
　 3．根拠法令等
同制度の実施は，言語文字法及び同法の施行規則に該当する各地の法令
に根拠づけられている。言語文字法自体に評価に係る規定は存在しない
が，同法第22条は，地方の言語・文字に関する事業の担当部門（以下「言
語文字事業部門」という。）その他関係部門が当該行政区内の国家通用言語
文字の使用状況につき管理・監督を行うよう定めている。そして，同条を
受けて，言語文字法の施行規則に該当する各地の法令は，評価に係る規定
を設けている。また，同制度は，言語文字法の施行徹底を目的としている
ことから，評価基準は法令由来の内容である。
他方，評価の基準・方法，組織体制等は，行政文書に具体的な内容が定
められている。全国レベルの文書を例に挙げると，「Ⅰ類都市における言
語・文字に関する事業の評価基準（試行版）」（以下「Ⅰ類都市評価基準」とい
う。）が評価基準に該当し，「『Ⅰ類都市における言語・文字に関する事業
言語政策と評価に関する一考察
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の評価基準（試行版）』の実施細則」（以下「Ⅰ類都市実施細則」という。）が
評価基準の運用方法等を取りまとめたものであり，「Ⅰ類都市における言
語・文字に関する事業の評価操作要領」（以下「Ⅰ類都市操作要領」という。）
が評価の範囲・内容や業務分掌，手続等を定めている。
　 4．評価対象の行政区・評価の実施時期
制度名にもある通り，評価対象は都市部の行政区である。言語文字事業
推進意見では，その理由として，都市が「当該地域の経済，政治及び文化
の中心であり，科学技術及び教育の発展水準が相対的に高く，周辺地域に
対して模範を示し，影響を及ぼす機能を有している」ことを挙げている。
評価対象の行政区は，Ⅰ類（直轄市，省都，副省級市及び自治区政府所在地），
Ⅱ類（地級市
 7）
），Ⅲ類（県級行政区
 8）
）の 3 階層に分けられる。そして，評
価実施通知では，Ⅰ類都市が2003年頃に，Ⅱ類都市が2005年頃に，Ⅲ類都
市が2010年頃に，それぞれ評価を終える予定とされていた。
しかし，実際の評価の実施はこの予定通りとはいかなかった。Ⅰ類都市
に関しては，予定から約 9年も遅れて2012年に全国36行政区の評価が終了
した。また，上記の計画は，その後，「国家の言語・文字に関する事業の
改革及び発展についての中長期計画綱要（2012-2020年）」で大幅に下方修
正されており，Ⅱ類都市が2015年に，Ⅲ類都市が2020年に，それぞれ評価
を完了させるものと変更された。
　 5．重 点 領 域
同制度では，評価の実施に関して，①党・行政機関，②学校，③報道機
関，④主要なサービス業務
 9）
という重点 4領域が定められている。
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　 6．組 織 体 制
評価実施通知によれば，言語文字法の規定に照らし，言語文字事業部門
が管理・監督の職責に応じて，評価の実施に当たることとされている。具
体的には，国の言語文字事業部門が評価事業の統括，指導及び監督を行い，
省・自治区の同部門が当該行政区での評価の計画を策定したうえで，これ
を組織的に実施するものと定められている。
また，同通知によれば，評価の実施に当たっては，評価対象行政区の階
層に応じて，次のような組織体制が敷かれている。
すなわち，Ⅰ類都市のうち，直轄市は国の言語文字事業部門が，その他
の行政区は当該行政区が所在する省・自治区の同部門が，それぞれ評価の
実施に責任を負う。さらに，国の言語文字事業部門は，書面審査，実地調
査，観察員の派遣等により，Ⅰ類都市の評価に対して監督・検査を行う。
Ⅱ・Ⅲ類都市に関しては，省・自治区の言語文字事業部門が評価の基
準・方法等を設定し，これに基づき評価を実施する。なお，省・自治区の
当該部門は，評価の基準・方法及び認定結果を国の同部門に届出すること
となっている。
　 7．評価基準・実施細則
Ⅰ類都市の評価には，一部行政区を除きⅠ類都市評価基準がそのまま適
用された。また，Ⅱ・Ⅲ類都市に関しては，上記の通り，各地で評価基準
が設定され，これが適用される。ただし，Ⅱ・Ⅲ類都市の評価基準もⅠ類
都市評価基準の大部分を踏襲しており，基本的な内容に大きな違いはな
い。以下では，内容の整理に適した順序で評価基準・実施細則を確認する。
⑴点数制
全ての評価基準に共通する特徴としては，点数制に基づく合否判定が挙
げられる。
言語政策と評価に関する一考察
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言語文字事業推進意見では，評価に関し，「目標の管理，数値化による
評価」という基本方針が示されており，点数制はこれに則ったものである。
また，過去には，既述の「都市社会における文字使用の管理事業に係る評
価指導基準（試行版）」でも，点数制が採用されており，こうした経験に基
づき，都市言語文字事業評価制度でも同様の措置が講じられたものと考え
られる。
Ⅰ類都市評価基準の配点を取りまとめたものが表 1である。全体で260
点満点とされているところ，適合判定を受けるには合計182点以上の取得
が必要であり，併せて評価項目ごとに70％以上得点することも求められる。
Ⅱ・Ⅲ類都市に関しては，一部に合計点が異なる評価基準も確認できる
が，全体及び評価項目ごとで70％以上の得点が合否判定ラインであること
に変わりはない
 10）
。
表 1  Ⅰ類都市評価基準の配点
評価項目 評価要素 配点 合計
A
総合管理
A1 組織の指導者 16点
60点
260点
A2 事業機関 14点
A3 管理措置 12点
A4 法制度の整備 10点
A5 宣伝活動 8点
B
普通話の普及
B1 党・行政機関 24点
100点
B2 ラジオ及びテレビ 20点
B3 学校 36点
B4 公共サービスに関する産業 20点
C
社会における
文字使用の
管理
C1 党・行政機関 15点
100点
C2 学校 25点
C3 出版物 20点
C4 映画のスクリーン・テレビの画面 20点
C5 公共サービスに関する産業及び公共施設 20点
（Ⅰ類都市評価基準に基づき筆者作成）
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⑵Ⅰ類都市評価基準・同実施細則
Ⅰ類都市評価基準は，「評価項目」，「評価要素」，「評価基準」及び「最
高点」が表に取りまとめられたものである。この一部を抜粋し，和訳した
ものが表 2である
 11）
。
一方，同実施細則は，Ⅰ類都市評価基準の運用方法等が表に取りまとめ
られたものである。このうち基準 B2.2の該当部分を抜粋し，和訳したもの
が表 3である。「実施要件及び採点基準」に評価の視点と採点方法が記載
されており，「評価の根拠」にいかなる情報に基づき評価すべきかが示さ
れている。
表 3中の「一級乙等」という文言は，普通話の運用能力測定試験「普通
話水平測試（PSC：Putonghua Shuiping Ceshi）」（以下「PSC」という。）の等級
のことである。言語文字法の施行規則に該当する各地の法令では，職種ご
とに到達すべきPSCの等級が定められている。
なお，評価実施通知は，必要に応じてⅠ類都市評価基準・同実施細則に
表 2  Ⅰ類都市評価基準（抜粋）
評価項目 評価要素 評価基準 最高点
B
普通話の普及
（合計100点）
B2
ラジオ・テレビ
（合計20点）
B2.1 所管部門並びにラジオ局及びテレビ
局が普通話の普及を業務管理の内容に取
り入れており，その規定が明確であると
ともに，制度が健全であり，適切に検証
及び実施が図られていること
B2.2 ラジオ局及びテレビ局が自局で制作
する番組（伝統劇及び地方民間芸能並び
に省級の主管部門が方言による放送を許
可した番組を除く。）が普通話を使用言語
としていること
B2.3 アナウンサー及び番組司会者の普通
話の水準が規定の等級に達しているとと
もに，これらの者が等級証書を携帯して
勤務していること
4点
8点
8点
言語政策と評価に関する一考察
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一定の調整を加えることを許容している。各省下のⅠ類都市では，Ⅰ類都
市評価基準・同実施細則がそのまま適用されたようであるが，少数民族自
治区では，調整がなされた事例も確認できる。例えば，チベット自治区ラ
サ市には，「チベット自治区におけるⅠ類都市の言語・文字に関する事業
の評価基準及び実施細則」（以下「チベットⅠ類都市評価基準・実施細則」と
いう。）が適用されたが，同基準にはチベット語に係る規定が散見される。
具体例を示すと，同基準 B2.2では，Ⅰ類都市評価基準 B2.2で「普通話」と
あるところが「普通話及びチベット語」に変更されており，点数は 7点で
あって，配点も異なっている。
表 3  Ⅰ類都市実施細則（抜粋）
評価基準及び要素 点数 実施要件及び採点基準 評価の根拠
B普通話の普及
B2 ラジオ及びテレビ
B2.2 ラジオ局及びテ
レビ局が自局で制作
する番組（伝統劇及
び地方民間芸能並び
に省級の主管部門が
方言による放送を許
可した番組を除く。）
が普通話を使用言語
としていること 8点
⑴ いずれの番組も普通話を使用
して放送している場合には， 2
点とする。
⑵ アナウンサーの普通話の水準
が一級乙等に達している場合に
は， 2点とする。一部同水準に
達していない者がいる場合には，
0.5点を減ずる。半数以上が同水
準に達していない場合には， 0
点とする。
⑶ いずれの番組も普通話を司
会及びインタビューの使用言語
としている場合には， 2点とす
る。方言による司会又はインタ
ビューが確認された場合には，
1例につき0.2点を減ずる。
⑷ 専門の司会者の普通話の水準
が一級乙等に達している場合に
は， 2点とする。一部同水準に
達していない者がいる場合には，
0.5点を減ずる。半数以上が同水
準に達していない場合には， 1
点とする。
①各系統・部署の
関係文書の規定
②各系統・部署の
業務状況の総括
③（評価対象に応
じて）公務の使用
言語，教育の使用
言語，学内の使用
言語，アナウンス
及び司会の使用言
語並びにサービス
上の使用言語に関
する状況のサンプ
リング調査
④文書の規定に基
づく関係人員の普
通話の水準のサン
プリング調査
⑤面談及び実地調
査を通じた関係系
統・部署での普通
話の普及事業の状
況の確認
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⑶Ⅱ・Ⅲ類都市の評価基準・実施細則
上記の通り，Ⅱ・Ⅲ類都市の評価基準・実施細則の大部分は，Ⅰ類都市
評価基準・同実施細則と同様の内容である。ただし，各地の評価基準で合
計点や基準ごとの配点，章立て・表の取りまとめ方等に差異が見られると
ともに，基準の内容に変更が加えられている事例も確認できる。
例えば，新疆ウイグル自治区の「トルファン地区におけるⅢ類都市の言
語・文字に関する事業の評価基準実施細則」では，各所に少数民族言語
（現代ウイグル語）に係る規定が付加されており，Ⅰ類都市評価基準 B2.2に
該当する基準 B2.2は「テレビ局の自局制作番組が普通話及び少数民族言語
（現代ウイグル語）を使用言語としていること」とされている
 12）
。また，浙
江省の「浙江省における国家Ⅱ類都市の言語・文字に関する事業の評価基
準」（以下「浙江Ⅱ類都市評価基準」という。）の基準 D2.3は，Ⅰ類都市評価基
準には存在しない「コマーシャルの使用言語が規定
 13）
に適合しているこ
と」（ 4点）という内容である
 14）
。
もっとも，こうした事例は必ずしも一般的ではなく，広西チワン族自治
区の「広西チワン族自治区におけるⅡ類都市の言語・文字に関する事業
の評価基準実施細則」（以下「広西Ⅱ類都市実施細則」という。）の基準 B2.2は，
Ⅰ類都市評価基準 B2.2と完全に同一であり，全体を確認してもチワン語等
の少数民族言語に係る規定は見当たらない。また，方言放送専門の泉州テ
レビ局閩南語チャンネルが設置されている福建省泉州市の評価には「福建
省におけるⅡ類都市の言語・文字に関する事業の評価基準」が適用された
が，同基準に方言放送に係る特別な規定などは盛り込まれていない。
⑷追加点
Ⅰ類都市の一部及びⅡ・Ⅲ類都市では，優れた取組みが認められた場合
に一定の加点を行う措置が講じられている。
例えば，チベットⅠ類都市評価基準・実施細則では，表外に「チベット
言語政策と評価に関する一考察
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語のソフトウェアを普及させ，かつ，使用している場合には， 1点を加え
る」と付記されている。
また，広西Ⅱ類都市実施細則では，報道機関に関する基準の合計点が
「60＋ 3 点」と記載され
 15）
，この下に設定された基準 B2.3
 16）
の配点は「 8
＋ 1点」とされている（いずれも下線は筆者による。）。そして，同基準 B2.3
の採点基準は ⑴ と ⑵ からなるが， 8点分の採点方法以外に，⑵ の最後に
（PSC の）「等級証書の携帯勤務を既に実施している場合には， 1点を加え
る★
ママ
」と付記されている。
こうした追加点は，各行政区で基本配点の外数とされており，例えば，
広西Ⅱ類都市実施細則の場合，260点（満点）以外に全体で合計 9点の加
点が可能となっている。なお，最終的な合否判定での追加点の運用は明ら
かでない
 17）
。
　 8．評価プロセス
評価プロセスに関しては，Ⅰ～Ⅲ類都市のいずれも，①当該行政区によ
る自己点検・評価及び申請準備，②上級行政機関による実地調査という大
きく 2段階に分かれる。このプロセスを取りまとめたものが表 4である。
Ⅰ類都市操作要領によれば，表 4のプロセスの後，国の言語文字事業部
門は，評価チームからの報告内容及び評価プロセスを審査したうえで，評
価結果を公表することとなっている。
なお，同操作要領には規定されていないが，各地の関連情報
 18）
を確認
すると，評価を実施した 2～ 3年後に「振り返り」という措置が講じられ
ていることが分かる。これは評価のアフターケアであり，上級行政機関に
より問題事項の改善状況等が再評価され，さらなる助言・指導が行われ
る。
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　 9．評価チーム
Ⅰ類都市操作要領によれば，上級行政機関が実地調査を実施する際に
は，評価チームを組織することとされており，重点領域を主管する行政機
関の上級役職者がチームリーダーを務めるとともに，他のメンバーは，言
語・文字に関する事業に責任を負う幹部，言語・文字の専門家，PSCの試
験官等により構成される。
10．結果の公表
評価実施通知では，国の言語文字事業部門が適当な方法により，認定結
果を公表するとともに，顕著な貢献が認められた部門・個人を表彰・奨励
表 4  Ⅰ類都市の評価プロセス
①当該行政区による
自己点検・評価
及び申請準備
⑴ 関係部署の動員
⑵ 自己点検・評価及び改善に向けた取組み
⑶ 当該行政区の言語文字事業部門による予備評価
 　・評価基準への適合状況の確認
 　・実地調査の受入れ条件の確認
⑷ 当該行政区政府による申請の許可
⑸ 上級行政機関への評価の申請，自己点検・評価の結
果の提出
②上級行政機関
による実地調査
⑴ 申請の受理，実地調査の受入れ条件の確認，スケ
ジュールの通知
⑵ 評価チームの組織
⑶ 実地調査の実施
 　・ 言語・文字に関する事業の実施状況についてのヒ
アリング
 　・資料閲覧
 　・関係者との面談
 　・指定範囲のサンプリング調査
 　・認定に関する意見の提示
⑷ 調査結果の取りまとめ（実地調査終了後 1か月以内）
⑸ 教育部に対する調査結果の報告
（Ⅰ類都市操作要領に基づき筆者作成）
言語政策と評価に関する一考察
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することとされている。
評価チームにより取りまとめられた評価結果―その多くは「認定に係
る意見」と「評価報告書」からなる―は，各地の行政機関等のウェブサ
イトで公開されている
 19）
。この評価報告書には，当該行政区が自己点検・
評価を通じて得た経験，長所・優れた取組み，改善点等が記載されている。
他方，各行政区の自己点検・評価の結果は公表されていない。
また，各行政区の評価結果に関しては，当該行政区のウェブサイトや新
聞，年鑑等でも取り上げられている。ただし，それらの大半は，適合認定
を受けたという事実が中心であり，評価内容の詳細にまでは触れられてい
ない。
なお，各行政区の得点は，行政機関等のウェブサイトで公表されておら
ず，評価報告書にも記載が見られない。また，今回各種資料を精査したも
のの，具体的な得点が確認できたのは，寧波市下の 2つの県級行政区のみ
であった
 20）
。したがって，得点の公表は，禁止されてはいないが，多くの
行政区で見送られているものと見られる。
Ⅲ．浙江省の実例
本章では，前章の内容を踏まえて，浙江省の実例を確認する。なお，同
省を取り上げた理由としては，2015年までにⅠ～Ⅲ類都市の評価を全て終
了させており，評価関連の一次資料・二次資料が比較的揃っているため，
全体像を把握するのに適していることが挙げられる。
　 1．評価対象の行政区・評価の実施時期
浙江省内の評価対象の行政区と評価の実施時期を取りまとめたものが表
5である。
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Ⅰ類都市に関しては，Ⅱ・Ⅲ類都市に先行して，2005年に評価が実施さ
れた（『語言文字周報』（2006年 1 月18日））。
Ⅱ類都市に関しては，2006年以降，予め策定された実施計画に基づき，
1年に 2～ 3の行政区に対して評価が行われた（Ⅱ類都市評価実施通知）。
一方，第 5次Ⅲ類都市適合一覧によれば，省内全90県級行政区のうちⅢ
類都市に指定された61箇所に対しては，約 7年にわたり評価が行われた
が， 1年当たりの評価実施数は一定ではなく，またⅡ類都市のような実施
計画も確認できないことから，各地の事情に合わせた対応が図られたこと
が窺われる。
　 2．根 拠 法 令
浙江省での都市言語文字事業評価の実施に関する根拠法令は，言語文字
法及び浙江省における言語文字法施行規則（以下「浙江省施行規則」という。）
である。同施行規則第 6条第 1項柱書は「県級以上の人民政府の言語・文
字に関する事業の主管部門は，次の各号に規定する職責を履行するものと
する」と規定し，第 4号に「言語・文字に関する事業の評価を組織的に実
施すること」が挙げられている。また，第 7条後段は「各行政管理機関は
表 5　浙江省における評価対象の行政区・評価の実施時期
階層 行政区数 実施時期
Ⅰ類 2 2005年
Ⅱ類 9 2006～2009年
Ⅲ類 61 2008～2015年
（『語言文字周報』（2006年 1 月18日），「国家Ⅱ類
都市の言語・文字に関する事業の評価の実施に
関する通知」（以下「Ⅱ類都市評価実施通知」と
いう。），「国家Ⅲ類都市の言語・文字に関する事
業の評価の基準適合都市一覧の第 5次公布に関
する通知」（以下「第 5次Ⅲ類都市適合一覧」と
いう。）に基づき筆者作成）
言語政策と評価に関する一考察
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言語・文字に関する事業の主管部門と協力し，普通話及び規範漢字の監督
及び検査並びに測定及び評価に関する事業を適切に行うものとする」と規
定している。
　 3．評価基準・実施細則
Ⅰ類都市に関しては，Ⅰ類都市評価基準・同実施細則が適用された
 21）
。
Ⅱ類都市に関しては，Ⅱ類都市評価実施通知や「『浙江省における国家
Ⅱ類都市の言語・文字に関する事業の評価基準』及び同実施細則の発出に
関する通知」によれば，次のような状況が確認される。すなわち，2007年
までは浙江Ⅱ類都市評価基準及び「浙江省における国家Ⅱ類都市の言語・
文字に関する事業の評価基準実施細則」（以下「浙江Ⅱ類都市実施細則」とい
う。）の試行版が適用され，2008年からはこれらの確定版が適用された。
2007年までの評価基準・実施細則の試行版は，追加点の設定や表の取り
まとめ方を除けば，Ⅰ類都市評価基準・同実施細則と同じ内容である。他
方，2008年以降適用の浙江Ⅱ類都市評価基準は，第 2章第 7節第 3項で
既述した D2.3のようにⅠ類都市評価基準にはない独自基準が追加されてお
り，配点も若干異なっている。また，浙江Ⅱ類都市実施細則の確定版にも
Ⅰ類都市実施細則と異なる点が見られ，例えば，Ⅰ類都市評価基準 B2.2と
同一内容の浙江Ⅱ類都市評価基準の基準D2.1の採点基準 ⑷ は「放送中の方
言番組が省級主管部門の許可を経ている場合には， 1点とする。無許可の
方言番組が存在する場合には， 0点とする」と規定し，方言番組の許可に
関する評価を必須としている
 22）
。
Ⅲ類都市に関しては，浙江省言語文字工作委員会による「国家Ⅲ類都市
の言語・文字に関する事業の評価実施に関する若干の意見」の規定に基づ
き，各地級市で同市に所在するⅢ類都市用の評価基準・実施細則が定めら
れることとなった。例えば，嘉興市（地級市）は「嘉興市におけるⅢ類都
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市の言語・文字に関する事業の評価基準及び実施細則」を制定し，同市に
所在するⅢ類都市の海寧市の評価には，これが適用された。なお，Ⅲ類都
市の評価基準・実施細則の内容に関しては，章立て・表の取りまとめ方，
追加点の存在等がⅠ類都市評価基準・同実施細則と異なる点として指摘で
きる一方，Ⅱ類都市のような独自の基準や採点基準等は確認できない。
　 4．評価チーム
Ⅰ類都市に関しては，評価者の氏名やチームの構成・人数は明らかにさ
れていないものの，『語言文字周報』（2006年 1 月18日）からは，省政府副
事務局長兼省言語文字工作委員会副主任が杭州市の評価チームのリーダー
を，省教育庁副庁長兼省言語文字工作委員会副主任が寧波市の評価チーム
のリーダーを，それぞれ委嘱されていたことや，国の教育部語言文字応用
管理司司長及び副司長等により構成される「観察チーム」が評価チームの
評価に対するメタ評価を実施したことなどが分かる。
Ⅱ類都市に関しては，評価者の名簿が公表されている。「温州市及び金
華市の言語・文字に関する事業の評価団団員名簿の公布に関する通知」及
び「湖州市及び嘉興市の言語・文字に関する事業の評価団団員名簿の公布
に関する通知」によれば，いずれも団長 1名，副団長 4名，事務局長 1名
及び団員24名の総勢30名により「評価団」が結成され， 1つの評価団がⅡ
類都市 2箇所の実地調査を実施したことが確認できる。
また，上記の名簿 2点から分かる評価者の属性等は，次の通りである。
すなわち，いずれも団長は省政府副事務局長兼省言語文字工作委員会副主
任が務めており，副団長には重点 4領域と関係を有する行政機関の上級役
職者や大学教授が任命されている。団員は，公務員や言語文字工作委員会
の上級役職者，大学教員，アナウンサー，出版社の編集者等からなり，こ
のうち11名はPSC試験官の資格を有する者である。
言語政策と評価に関する一考察
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Ⅲ類都市に関しては，Ⅰ類都市と同様，評価者の氏名やチームの構成を
示す資料は確認できないが，評価チームの人数については，『寧波教育年
鑑』（2012年版，p.136）に専門家23名により寧波市北侖区の実地調査が実施
されたという記事が掲載されており，Ⅱ類都市の評価団に比して，規模が
縮小されていることが認められる。
　 5．プロセス・スケジュール
⑴全体のプロセス・スケジュール
計画段階におけるⅠ～Ⅲ類都市の全体の評価プロセス・スケジュールを
取りまとめたものが表 6である。いずれの行政区に関しても，Ⅰ類都市操
作要領に示される内容と概ね同様のプロセスとなっている。なお，温州市
に関しては，後掲の表 7の通り，実際は表 6の予定よりも後に実地調査が
実施された。
表 6　評価プロセス・スケジュール
Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類
杭州市 温州市 海寧市
宣伝活動・関係部署の動員，
中核人員の育成等
2005年 4 月上旬
～15日
2007年 4 月 1 日
～30日
2008年 9 月
～12月下旬
自己点検・評価及び改善に向
けた取組み
2005年 4 月10日
～ 7月31日
2007年 5 月 8 日
～ 7月15日
2009年 1 月
～ 4月下旬
当該行政区による予備評価
2005年 8 月 1 日
～ 9月15日
2007年 7 月16日
～ 8月31日
2009年 5 月
～ 8月下旬
改善・向上に向けた取組み
2005年 9 月16日
～10月末
2007年 9 月 1 日
～10月15日
2009年 9 月
～10月下旬
上級行政機関による実地調査 2005年11月
2007年10月16日
～11月上旬
2009年11月
（杭州Ⅰ類都市評価受入方案，「温州市における国家Ⅱ類都市の言語・文字に関する事業の検
査・評価事業の受入れに関する方案」，「海寧市における国家Ⅲ類都市の言語・文字に関する
事業の検査評価事業の受入れに係る方案」に基づき筆者作成）
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⑵実地調査のスケジュール
Ⅱ類都市の実地調査のスケジュールに関しては，各行政区による評価申
請の後に，省の言語文字工作委員会から発出された通知に記載されてい
る。関係通知に基づき，2007年11月24日～30日にかけて同一の評価団が温
州市及び金華市で実施した実地調査のスケジュールを取りまとめたものが
表 7及び表 8である。
なお，Ⅰ・Ⅲ類都市に関しては，実地調査のスケジュールを示す資料が
確認できないが，後掲の表10の通り，各調査内容は，Ⅱ類都市のそれと基
本的に同じである。したがって，Ⅰ類都市に関しては，日程もⅡ類都市と
同じく 3日間であり，上記と概ね同様のスケジュールであったと類推さ
れ，Ⅲ類都市に関しては， 2日間でⅡ類都市と同様の調査が実施できるよ
表 7　温州市の実地調査スケジュール
11月24日（土曜日）午後 評価団が温州市へ移動
11月25日（日曜日）
午前 事前会議
午後 温州市による言語・文字に関する事業の報告
11月26日（月曜日）終日 4チームに分かれての調査
11月27日（火曜日）
午前 調査状況の総括及び評価報告書の取りまとめ
午後 温州市に対する評価認定に関する意見の提示
（「温州市の言語・文字に関する事業に対する評価の実施に関する通知」に基づき
筆者作成）
表 8　金華市の実地調査スケジュール
11月28日（水曜日）
午前 評価団が金華市へ移動
午後 金華市による言語・文字に関する事業の報告
11月29日（木曜日）終日 4チームに分かれての調査
11月30日（金曜日）
午前 調査状況の総括及び評価報告書の取りまとめ
午後 金華市に対する評価認定に関する意見の提示
（「金華市の言語・文字に関する事業に対する評価の実施に関する通知」に基づき
筆者作成）
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う，各作業の時間を調整・短縮したうえで，スケジュールが組まれたもの
と推察される。
　 6．実地調査の対象・内容
実地調査では，重点 4領域の関係機関や施設，コンテンツ等が調査対象
となる。具体例として，杭州市の調査対象機関・項目を取りまとめたもの
が表 9である。
また，各地の評価報告書に記載の見られる実地調査の内容を取りまとめ
たものが表10であり，短期間で多くの調査を実施してきたことが確認でき
る。
表 9　杭州市の実地調査対象機関・項目
指定調査対象機関
市政府の各部門及び各区政府の各部門，市教育局及び市文化
広電新聞出版局，杭州文広集団及び杭報集団，杭州師範学院
及び浙江大学城市学院，鉄道杭州駅，杭州大厦有限公司，杭
州百大集団股份有限公司等
サンプリング調査
対象機関
幼稚園，初中等教育機関，バスターミナル，銀行，郵便・電
信関係機関，病院，映画館・劇場，体育館，博物館，公園等
サンプリング調査
対象項目
テレビ局の特集番組及び自局で制作したコマーシャル，杭州
日報，道路標識，公共交通機関の駅・停留所の表示板，道標，
公共施設の各種表示板，道路標識，路上等の社会において使
用されている文字
（杭州Ⅰ類都市評価受入方案に基づき筆者作成）
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　 7．情 報 公 開
各地の行政機関のウェブサイトでは，都市言語文字事業評価に関する
ページが設けられ，評価基準・実施細則や関係通知，認定に係る意見・評
価報告書，評価関連の記事等が掲載されている。省全体に及ぶ内容は，浙
江省言語文字工作委員会のウェブサイトで取り上げられており
 23）
，Ⅱ・Ⅲ
類都市の個別の情報は，各地の言語文字工作委員会等のウェブサイトで発
信されている
 24）
。ただし，自己点検・評価の結果は公表されておらず，評
価基準・実施細則や関係通知等にしても，十全に掲載されているという訳
ではない。
Ⅳ．考　　　察
本章では，①制度設計，②点数制，③改善機能，④労力・コストという
4つの観点から都市言語文字事業評価制度を考察する。なお，評価制度の
考察を目的とすることから，言語政策自体の適切性等は論じない。
　 1．制 度 設 計
同制度の特徴は，法令の遵守状況の評価に主眼を置いている点である。
表10　実地調査の内容
階層 行政区 日数 対象 評価資料 調査内容
Ⅰ類 杭州市 3日 20部署
書面資料500冊以上
調査票222枚
資料閲覧，報告の聴取及び関
係者との面談（40回）
Ⅱ類 温州市 4日
19部署・ 
施設
書面資料184冊
調査票249枚
資料閲覧，報告の聴取（19回），
関係者との面談（23回）
Ⅲ類 海寧市 2日 15部署
書面資料136冊
調査票180枚
資料閲覧，報告の聴取（16回），
関係者との面談（18回），関係
者へのヒアリング（250名）
（「杭州市における言語・文字に関する事業の評価報告書」，「温州市における言語・文字に関
する事業の評価報告書」及び「海寧市における言語・文字に関する事業の評価報告書」に基
づき筆者作成）
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この点は，従前，専ら投入（インプット）・結果（アウトプット）や法令適合
性にのみ関心を払ってきたことを反省し，受益者の視点に立って，成果
（アウトカム）を重視した行政活動を実現するために導入された，本邦の政
策評価等とは性格を異にする。
もっとも，都市言語文字事業評価も政策に関する評価であり，同制度を
考察するに当たっても，政策評価の一般的な考え方を援用することは有効
と思われる。そこで，以下では，政策評価の体系に従い，同制度を「政策」，
「施策」及び「事務事業」という 3層に分けて検討してみたい。
まず，「政策」（の目標）の 1つは「普通話が普及初期段階に達している
こと」であり，これがいかなる状態と定義・説明されているかについては，
第 2章第 2節で確認した通りである。つぎに，評価基準に関しては，例え
ば，Ⅰ類都市評価基準 B2.2は，ラジオ・テレビでは原則普通話を使用する
よう規定しているところ，この点は，末端レベルで自己点検・評価が実施
されていることからしても，「事務事業」レベルの内容（指標）と解される。
他方，この両者の中間に位置づけられるべき「施策」レベルの内容（指標）
としては，例えば「普通話を学習・使用するのに適した環境の整備」と
いったものが考えられるが，同制度では設定されていない。
こうした構造に関しては，「事務事業」レベルの結果が出ていることを
もって，目標が達成されていると判断するものである。もちろん，基準に
よっては，その遵守が「普通話が普及初期段階に達している」状態の定義
に直接結びつくようなものもあるが，そうなっていないものも多い。
例えば，Ⅰ類都市評価基準B2.2が遵守されている場合，「各産業の主要な
事業の使用言語」が普通話となっていることは確かである。しかし，報道
機関が重点領域に位置づけられていることに鑑みても，当該基準は，本来
的にはラジオ・テレビが原則普通話を使用することにより，「普通話を学
習・使用するのに適した環境の整備」を図り，もって「方言によるコミュ
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ニケーション上の障壁が基本的に解消され，中等以上の教育を受けた市民
が普通話の使用能力を備え，必要な場面で自覚的に使用するように」する
ことを企図しているものと考えられる。しからば，単にラジオ・テレビが
原則普通話を使用していることをもって，目標が達成されているものとは
いいがたいはずである。
かかる制度設計に関しては，言語文字法の施行から数年が経過した後，
事務事業レベルでの同法及び関連法令の遵守状況を総点検し，適宜改善を
図ることにより，言語政策を実現するための基盤を確固たるものとしたい
という考えに基づくものと思われる。しかし，やはり一律に法令遵守イ
コール目標達成ということはできず，今後，改めて言語文字に関する事業
の評価が企画・実施されるとするならば，おそらく目標の達成状況の測定
が焦点となるだろう。
　 2．点　数　制
同制度では，点数制に基づく合否判定が導入されており，これは「目標
の管理，数値化による評価」という基本方針に基づく措置である。以下で
は，この点数制について検討する。
まず，同制度下の点数制の利点としては，次の 3点が考えられる。
第 1に，客観的かつ公平な評価が可能となる。実施細則の採点基準は相
当程度詳細に設定されており，採点者の裁量の幅は少ない。ゆえに採点の
ブレは抑えられ，主観による評価の偏りを排除でき，また関係者間の見解
の相違が生ずる蓋然性も比較的低い。
第 2に，誰にとっても一瞥して分かりやすい。殊に限られた日数で任務
に当たる評価者にとっては，問題の所在が把握しやすく，効率的な評価の
実施が可能となる。
第 3に，長文の報告書を作成する必要がない。評価基準・実施細則に基
言語政策と評価に関する一考察
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づき点数の計算を行い，根拠資料を準備すれば，担当部署での評価申請の
準備は概ね完了する
 25）
。
一方，検討を要する点は，次の通りである。
第 1に，同制度の得点は，法令の遵守状況を表すものとはいえても，直
ちに目標の達成状況を示すものとまではいえない。高得点を取得するため
に努力を払うことは，法令遵守の観点からは望ましいだろうが，ともする
と本来の目的・目標を見失い，手段の目的化を招くことになりかねない。
第 2に，評価基準の配点や採点基準は，法令の遵守状況の確認という視
点から，ある程度のウェートづけがなされた結果と思われるが，同一内容
の基準で配点が異なる事例に鑑みても，全ての 1点が同一価値となるよう
配慮されているか，つまり点数の等価性が担保されているかといえば疑問
が残る。
第 3に，基準の理解が深まらないおそれがある。実施細則の採点基準は
相当に詳細であるが，それゆえ基準自体や，その根拠となる法令等の趣
旨・内容を理解しないまま，機械的に点数を算出し，それをもって自己点
検・評価が終了してしまうこともあり得る。
第 4に，情報公開との関係が指摘される。各地の得点は比較可能な数値
であり，仮にも全面的に公開されたならば，序列化がなされ，ひいては偏
見・差別が生じるおそれもある。こうした懸念がもたれてか，現在，得点
は基本的に公開されていないが，その反面第三者が評価の内容を検証する
ことが困難な状況にある。
なお，点数制に関しては，追加点の存在も看過できない。優れた取組み
を積極的に発見し，これを評価しようという姿勢は，一般に肯定すべきと
思われるが，果たして点数化する必要があるかといえば疑問なしとしな
い。また，最終的な合否判定の際の運用も明らかではなく，追加点により
点数の足りない行政区を救済しているのではないかという疑念を生じさせ
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る
 26）
。
　 3．改 善 機 能
同制度の目的に照らすならば，一連の評価プロセスで期待されること
は，言語文字法等の法令の遵守状況が確認され，もしも違法状態が認めら
れた場合には，それが解消されることといえる。また，Ⅰ類都市評価基準
B2.1等に鑑みれば，各機関・組織で違法状態を自ら検証・改善する仕組み
が構築されることも期待されていると考えられる。それでは実際に，かか
る機能は発揮されているのだろうか。以下では，筆者が各種資料の精査を
通じて発見した事例を検証することとしたい。
浙江省西部に位置する衢州市はⅡ類都市に該当し，2009年に評価が実施
された。同市の評価結果が取りまとめられた「衢州市における言語・文字
に関する事業の評価報告書」の「二　成績及び長所」第 3項には，「方言
番組『統来看』の放送を停止するとともに，自発的に方言のコマーシャル
を普通話版に変更した」という記述が認められる。この記述の前半は浙江
Ⅱ類都市実施細則の基準D2.1の採点基準 ⑷ に，後半は浙江Ⅱ類都市評価基
準の基準D2.3に，それぞれ関係する内容である。
放送停止の措置が講じられた短編ドラマ「統来看」は，無許可だったも
のと見られ，その後，衢州市ラジオ・テレビ局が主管部門に対して申請を
行い，「衢州市ラジオ・テレビ局による方言番組『新聞直白講』及び『統
来看』の開設に同意する件に関する回答」により，許可がなされたことが
確認できる
 27）
。
この「統来看」を巡る一件は，法令違反
 28）
（＝無許可放送の方言番組）が
発見された後，適切な措置（＝許可申請）が講じられ，違法状態が解消さ
れたという，いわば理想的な事例と見受けられる。また，このケースは，
2008年以降に追加された基準D2.1の採点基準 ⑷ が機能した実例とも捉えら
言語政策と評価に関する一考察
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れる。
ただし，本件に関しては，次の 2点に留意が必要である。
第 1に，呉（2008）によれば，省の主管部門は独自のサンプリング調査
により，方言番組の許可の有無を確認していたようであり，評価活動とは
別系統から問題が発覚した可能性がある。この点に関しては，「どのみち
問題が解消すれば良いではないか」という意見もあるかもしれないが，か
ような状況は二重行政であるとともに，自己点検・評価の意義を喪失させ
かねないものである。
第 2に，拙稿（2016）で考察したところであるが，浙江省のⅠ・Ⅱ類都
市の方言番組に関しては，今なお関係通知の違反が散見され，浙江省施行
規則に抵触している事例さえも見受けられる。この点からすると，同制度
が期待するような形で放送局内に検証・改善の仕組みが構築され，それが
恒常的に機能しているとはいいがたいように思われる。
　 4．労力・コスト
評価には，労力・コストがかかる。この点は実務上避けて通ることので
きない課題である。以下では，この角度から同制度を検討してみたい。
まず，評価対象の行政区では，重点領域の各機関・組織を総動員して，
自己点検・評価を実施したうえで，予備評価や実地調査の対応を行う必要
がある。これらの業務を実施することとなると，組織にとっても個々の職
員にとっても，一定の負担増となることは避けがたい。
また，上級行政機関でも，当該行政区内の評価に関する企画・調整から
実地調査の運営に至るまでの各種事務対応が求められる。さらに，浙江省
のⅡ類都市の場合，30名の評価者が 2箇所の実地調査を実施したことが確
認できたが，各領域の有識者を約 1週間拘束し，評価に専念してもらうと
いうのも容易いことではない。
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同制度が都市部を評価対象とした理由についての公式見解は既述したと
ころであり，これには確かに一定の説得力がある。しかし，上記のような
状況に鑑みれば，農村部等の小規模な行政区では，現実的に評価への対応
が困難と予想され，また他方で上級行政機関にとっても，評価者を確保し，
全国全ての行政区で実地調査を実施することは厳しいと考えられたことか
ら，評価対象をⅢ類都市までに限定したようにも見られる。
さらに，同制度下の評価の実施は，当初の計画よりも大幅に遅れること
となった。この要因は多分に複合的なものであろうが，評価にかかる労
力・コストもその 1つとして数えられるように思われ，これが実際膨大な
ものであり，予想以上に時間を要してしまったと考えても，あながち不合
理ではないだろう。
なお，現在，中国では，政策評価制度の整備が課題とされているようで
あるが，今後，そうした制度が発足した場合，都市言語文字事業評価制度
が評価を受けることも十分にあり得る。そして，その際には，成果（アウ
トカム）の測定とともに，効率性の観点から労力・コストの評価も実施さ
れることが予想される。
Ⅴ．お わ り に
本稿の考察を通じて得られた都市言語文字事業評価制度に関する知見
は，次の通りである。すなわち，①同制度は，法令の遵守状況の確認に主
眼を置く一方，目標の達成状況を測定するための仕組みとしては必ずしも
十分なものではない。②評価基準の点数制は一長一短であり，追加点の取
扱いには疑問がある。③評価による改善機能が発揮されたと見られる事例
を確認できたが，同時に留意すべき点も認められた。④評価の実施には多
くの労力・コストを要し，これが制度設計や実施計画に影響を及ぼした可
能性が指摘される。
言語政策と評価に関する一考察
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前章まで確認・考察してきた通り，同制度は，本邦に直輸入可能なもの
とはいいがたいが，具体的な評価の内容・方法，プロセス等には大いに参
考にすべきところがあり，考察を通じて得られた示唆も少なくなかったも
のと思われる。また，本稿は評価制度の記述・考察に力点を置いたが，し
かし全体を通じて結果的には，同制度が中国の言語政策の最大目標ともい
うべき普通話及び規範漢字の普及推進を図るうえでの重要な施策に位置づ
けられていることをも明らかにできたと考える。
それでは，最後に今後の課題を示し，稿を結ぶこととしたい。
第 1に，言語政策と評価に関する研究という観点からは，次の諸点を挙
げる。すなわち，都市言語文字事業評価制度に関しては，なお考察すべき
点が多々残されており，より多くの資料・事例を詳細かつ多角的に分析・
検討することが求められる。また，その後には，他の国・地域の類似の制
度との比較検討が望まれ，評価論の視座からの理論的考察も一層必要とさ
れよう。他方，実務の視座からすれば，関係者に対するヒアリング調査等
も欠かせないものである。
第 2に，中国の言語政策研究という観点からは，都市言語文字事業評価
制度の各種資料を精査・分析すれば，当該地域の言語政策の施策・事務事
業の特徴を明らかにすることができるだろう。また，同制度の成果につい
ては，実務上の課題のみならず，学術研究の視座からも論究すべきテーマ
といえる。さらに，いかなる経緯・理由により，1990年代に言語・文字に
関する評価が始まったのかという点も依然解明されてはいない。
注
 1） 文部科学省ウェブサイト「政策目標12：文化による心豊かな社会の実
現」，「施策名：文化芸術振興のための基盤の充実」，「達成目標 4：国語の
改善及びその普及が図られるとともに，国内に居住する外国人が日常生活
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に必要とされる日本語能力を身に付けるための環境が充実し，円滑な社会
生活を送ることができるようになる」（http://www.mext.go.jp/component/
b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2015/10/09/1361411_12.pdf）（最終閲覧 
2017年 3 月 3 日）
 2） 2007年には，国立国語研究所が行政減量・効率化有識者会議の評価を受
け，その後，独立行政法人の形態を廃止し，大学共同利用機関法人に移管
されることとなった。また，2010年には，国際交流基金の日本語に関する
事業が行政刷新会議の行う事業仕分けの対象となり，その結果，規模が縮
小されることとなった。
 3） 言語監査に関しては，猿橋（2007）等が挙げられる。また，言語アセス
メントに関しては，吉川・小宮・岡戸・石川・河原・榎木薗（2008）等が
挙げられる。
 4） 「通用規範漢字表」（国務院2013年 6 月 5 日）を標準とする漢字のことで
あり，その大半は所謂「簡体字」である。
 5） 『中国語言学年鑑（1995-1998）（上巻）』（794頁）
 6） 筆者注：ここでいう「三級」とは，後述する「普通話水平測試」の等級
のことである。
 7） 行政区分の階層で省・自治区の下に位置する行政区のことである。
 8） 行政区分の階層で地級市の下に位置する行政区のことである。
 9） 評価基準では，「公共サービスに関する産業」等とされ，「商業，郵便・
電信，文化，交通・運輸，旅行，銀行，保険，病院」等を指す。
10） 例えば，「宜春市における国家Ⅲ類都市の言語・文字に関する事業の評価
基準」は300点満点とされ，適合判定には全体で210点以上の得点が必要と
されている。
11） 同表に根拠法令は明示されていないが，内容に鑑みれば，基準 B2.1は言語
文字法第22条に，基準 B2.2は同第12条，第14条及び第16条に，基準 B2.3は同
第19条に，それぞれ基づくものと解される。
12） 同基準の採点基準 ⑴ ⑶ は，Ⅰ類都市評価基準 B2.2の採点基準 ⑴ ⑶ で「普
通話」とあるところを「普通話及び少数民族言語（現代ウイグル語）」に変
更したものとなっている。
13） 筆者注：広告における言語・文字の管理に係る暫定規定の関係規定を指
す。
14） 浙江Ⅱ類都市実施細則の同基準の採点基準は，「規定に適合している場合
には， 4点とする。方言の広告が認められた場合には， 0点とする」と規
定している。
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15） Ⅰ類都市評価基準とは表の取りまとめ方が異なる。
16） 内容は，一類都評価基準B2.3と同一である。
17） 教育部語言文字応用管理司（2002：87）は，Ⅰ類都市評価基準に関し，
既存の基準の得点調整を許容する一方，各地で追加した評価項目・評価要
素は合否判定に用いないものとしているが，追加点の取扱いが前者なのか
後者なのかは判断がつかない。また，Ⅱ・Ⅲ類都市に関しては，浙江省の
ように追加の独自基準 D2.3を合否判定に用いている事例もあり，追加点の取
扱いは一層不明となる。
18） 例えば，中国語言文字網「浙江省語委弁対杭州，寧波進行国家一類城市
語言文字工作評估整改“回頭看”」（http://www.china-language.gov.cn/15/20
08_5_12/1_15_3522_0_1210558092703.html）が挙げられる（最終閲覧 2017
年 3 月 3 日）。
19） 例えば，浙江語言文字網「省語委関于公布温州市語言文字工作評估認定
意見的通知」（http://yw.zjedu.gov.cn/art/2008/7/16/art_126_5738.html）が
挙げられる（最終閲覧 2017年 3 月 3 日）。
20） 『寧波教育年鑑』（2012年版，136頁）には，北侖区につき「合計252.25点
（満点260点），追加点7.25点」という記載が見られる。また，同年鑑（2013
年版，88頁）には，奉化市につき「256点」という記載が見られる。これら
はいずれも好成績であること表すための材料として得点を示しているもの
である。
21） 中国語言文字網「杭州市，寧波両市城区語言文字工作通過上級評估認定」
（http://www.china-language.gov.cn/15/2007_6_25/1_15_1956_0_1182772902
484.html）（最終閲覧 2017年 3 月 3 日）
22） この背景には，2004年以降の浙江省における方言番組と，これに対する
当局の規制が認められ，2008年以降適用の評価基準・実施細則に追加され
た内容は，2007年に発出された規制通知への対応と見られる。なお，本件
については，拙稿（2016）を参照のこと。
23） 浙江語言文字網「評估標準」（http://yw.zjedu.gov.cn/col/col125/index.
html）で評価基準等が掲載されており，「工作指導」（http://yw.zjedu.gov.
cn/col/col126/index.html）で各種通知類が掲載されている（各最終閲覧 
2017年 3 月 3 日）。
24） Ⅱ類都市の具体例として，温州語言文字網「城市評估」（http://www.
wzyywz.com/Article/ShowClass.asp?ClassID=3）が，Ⅲ類都市の具体例と
して，海寧語言文字網「迎評工作」（http://yywz.zjhnedu.com/z_yinping.
asp?bigClass= 迎评工作）が，それぞれ挙げられる（各最終閲覧 2017年 3 月
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3 日）。
25） 自己点検・評価の結果は確認できないが，各部署が取りまとめる書類の
様式等は公開されている。例えば，欽州市語言文字工作委員会（2006：39）
には， 1枚に収まる自己点検・評価の報告用フォーマットである「欽州市
におけるⅡ類都市の言語・文字に関する事業の評価実測表（欽州市二類城
市語言文字工作評估実測表）」が掲載されている。これを確認する限り，部
署名や基準番号を除くと，担当部署が執筆する内容は，「自己点検・評価の
概要」（用紙半分），「主な根拠資料」及び「自己採点」のみであり，長文を
作成することは基本的に想定されていないことが分かる。
26） 既述した『寧波教育年鑑』（2012年版，136頁）の記載からは，追加点が
最終的にも外数の取扱いとされているように見られるが，これは好成績の
事例であって，追加点を加算すれば合格点に達するというような事例等に
対する疑念は払拭できない。
27） 浙江省新聞出版広電局（省版権局）ウェブサイト「浙江省広播電影電
視局関于同意衢州市広播電視台開弁方言節目『新聞直白講』和『統来
看』 的 批 復（2010年 5 月21日）」（http://www.zrt.gov.cn/art/2010/5/21/
art_643_16820.html）（最終閲覧 2017年 3 月 3 日）。
28） 言語文字法第16条及び浙江省施行規則第12条に違反した状態と解される。
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参考資料
法令・行政文書等の一覧
区分 和訳タイトル（本文中略称） 原語タイトル（文書番号）
法令
中華人民共和国国家通用言語文
字法（言語文字法）
中華人民共和国国家通用語言文
字法（主席令第37号）
広告における言語・文字の管理
に係る暫定規定
広告語言文字管理暫定規定（国
家工商行政管理局令第86号）
浙江省における言語文字法施行
規則（浙江省施行規則）
浙江省実施「中華人民共和国国
家通用語言文字法」弁法（浙江
省人民政府令第228号）
国の評価関係
通知等
都市の中心的機能をより一層発
揮させることにより言語・文字
に関する事業を全面的に推進す
る件に関する意見（言語文字事
業推進意見）
関于進一歩発揮城市的中心作用，
全面推進語言文字工作的意見
（教語用〔1999〕第 1号）
都市社会における文字使用の管
理事業に係る評価指導基準（試
行版）
城市社会用字管理工作評估指導
標準（試行）（国語〔1996〕第29
号）
都市における言語・文字に関す
る事業の評価実施に関する通知
（評価実施通知）
関于開展城市語言文字工作評估
的通知（教語用〔2001〕第 3号）
国家の言語・文字に関する事業
の改革及び発展についての中長
期計画綱要（2012-2020年）
国家中長期語言文字事業改革和
発 展 規 画 綱 要（2012-2020年）
（教語用〔2012〕第 1号）
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Ⅰ類都市の
評価基準等
Ⅰ類都市における言語・文字に
関する事業の評価基準（試行版）
（Ⅰ類都市評価基準）
一類城市語言文字工作評估標準
（試行）（教語用〔2000〕第 2号）
「Ⅰ類都市における言語・文字
に関する事業の評価基準（試行
版）」の実施細則（Ⅰ類都市実施
細則）
「一類城市語言文字工作評估標
準（試行）」実施細則（教語用司
〔2000〕第 2号）
Ⅰ類都市における言語・文字に
関する事業の評価操作要領（Ⅰ
類都市操作要領）
一類城市語言文字工作評估操作
弁法（教語用司函〔2001〕第44
号）
浙江省の評価
実施に関する
通知・意見・
方案
国家Ⅱ類都市の言語・文字に関
する事業の評価の実施に関する
通知（Ⅱ類都市評価実施通知）
関于開展二類城市語言文字工作
評估的通知（浙語〔2006〕第 2
号）
温州市の言語・文字に関する事
業に対する評価の実施に関する
通知
関于対温州市語言文字工作進行
評估的通知（浙語〔2007〕第 2
号）
金華市の言語・文字に関する事
業に対する評価の実施に関する
通知
関于対金華市語言文字工作進行
評估的通知（浙語〔2007〕第 3
号）
国家Ⅲ類都市の言語・文字に関
する事業の評価実施に関する若
干の意見
関于開展国家三類城市語言文
字工作評估的若干意見（浙語
〔2007〕第 1号）
杭州市における国家Ⅰ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
受入れに関する方案（杭州Ⅰ類
都市評価受入方案）
杭州市迎接国家一類城市語言文
字工作評估工作方案（杭政弁函
〔2005〕第79号）
温州市における国家Ⅱ類都市の
言語・文字に関する事業の検
査・評価事業の受入れに関する
方案
関于印発温州市迎接国家二類城
市語言文字工作検査評估工作方
案的通知（温語〔2007〕第 1号）
海寧市における国家Ⅲ類都市の
言語・文字に関する事業の検査
評価事業の受入れに係る方案
海寧市迎接国家三類城市語言文
字工作検査評估工作方案（海寧
市語言文字工作委員会2008年 9
月）
国家Ⅲ類都市の言語・文字に関
する事業の評価の基準適合都市
一覧の第 5次公布に関する通知
（第 5次Ⅲ類都市適合一覧）
関于公布第五批通過国家三類城
市語言文字工作評估城市名単的
通知（浙語〔2015〕第 3号）
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浙江省の
Ⅱ類都市及び
Ⅲ類都市の
評価基準等
「浙江省における国家Ⅱ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
基準」及び同実施細則の発出に
関する通知
関于印発「浙江省国家二類城市
語言文字工作評估標準」及其実
施細則的通知（浙語〔2008〕第
1号）
浙江省における国家Ⅱ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
基準（浙江Ⅱ類都市評価基準）
浙江省国家二類城市語言文字工
作評估標準
浙江省における国家Ⅱ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
基準実施細則（浙江Ⅱ類都市実
施細則）
浙江省国家二類城市語言文字工
作評估標準実施細則
浙江省における国家Ⅱ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
基準（試行版）
浙江省国家二類城市語言文字工
作評估標準（試行）
浙江省における国家Ⅱ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
基準実施細則（試行版）
浙江省国家二類城市語言文字工
作評估標準実施細則（試行）
嘉興市におけるⅢ類都市の言
語・文字に関する事業の評価基
準及び実施細則
嘉興市三類城市語言文字工作評
估標準及実施細則
浙江省各地の
評価者名簿
温州市及び金華市の言語・文字
に関する事業の評価団団員名簿
の公布に関する通知
関于公布温州市和金華市語言文
字工作評估団成員名単的通知
（浙語〔2007〕第 4号）
湖州市及び嘉興市の言語・文字
に関する事業の評価団団員名簿
の公布に関する通知
関于公布湖州市和嘉興市語言文
字工作評估団成員名単的通知
（浙語〔2008〕第 5号）
浙江省各地の
評価報告書
杭州市における言語・文字に関
する事業の評価報告書
関于杭州市語言文字工作的評估
報告
温州市における言語・文字に関
する事業の評価報告書
関于温州市語言文字工作的評估
報告
衢州市における言語・文字に関
する事業の評価報告書
関于衢州市語言文字工作的評估
報告
海寧市における言語・文字に関
する事業の評価報告書
関于海寧市語言文字工作的評估
報告
各行政区の
評価基準等
福建省におけるⅡ類都市の言
語・文字に関する事業の評価基
準
福建省二類城市語言文字工作評
估標準
宜春市における国家Ⅲ類都市の
言語・文字に関する事業の評価
基準
宜春市国家三類城市語言文字工
作評估標準
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広西チワン族自治区におけるⅡ
類都市の言語・文字に関する事
業の評価基準実施細則（広西Ⅱ
類都市実施細則）
広西二類城市語言文字工作評估
標準実施細則
チベット自治区におけるⅠ類都
市の言語・文字に関する事業の
評価基準及び実施細則（チベッ
トⅠ類都市評価基準・実施細則）
西蔵自治区一類城市語言文字工
作評估標準及実施細則
トルファン地区におけるⅢ類都
市の言語・文字に関する事業の
評価基準実施細則
吐魯番地区三類城市語言文字工
作評估標準実施細則
言語政策と評価に関する一考察
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